
平成１９年１月１８日判決言渡

平成１８年(ネ)第１４１７号 損害賠償請求控訴事件（原審・大阪地方裁判所

平成１６年(ワ)第１１９３７号）

判 決

主 文

１ 原判決を次のとおり変更する。

２ 被控訴人株式会社Ｄ及び同Ｅは，各自，控訴人Ｂ，同Ｃに対し各６１３

万４５５４円及びこれらに対する平成１６年１１月２日から支払済みまで

年５分の割合による金員を支払え。

３ 控訴人Ａの被控訴人らに対する請求及び控訴人Ｂ及び同Ｃのその余の各

請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，第１，２審を通じ，控訴人Ａと被控訴人らとの間において

は，全部同控訴人の負担とし，控訴人Ｂ及び同Ｃと被控訴人らとの間にお

いては，同控訴人らに生じた費用の３分の２を同控訴人らの負担とし，そ

の余は各自の負担とする。

５ この判決は，２項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を取り消す。

２ 被控訴人らは，連帯して，控訴人Ａに対し３５８４万４８９６円，控訴

人Ｂ，同Ｃに対し各１７９２万２２４８円宛て，並びにこれに対する平成

１２年８月３１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人らの負担とする。

４ 仮執行宣言

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨及び訴訟の経過



(1) 事案の要旨

本件は，Ｆが出張時の投宿先で就寝中に死亡したのは，勤務先である

被控訴人株式会社Ｄ（以下「被控訴人会社」という。）及びその代表取

締役である被控訴人Ｅの安全配慮義務違反等によるとして，その法定相

続人である控訴人らが，被控訴人会社に対しては，①民法４１５条，②

同法７０９条，③同法４４条あるいは④同法７１５条１項に基づき，被

控訴人Ｅに対しては，①同法７０９条，②同法４１５条，③同法７１５

条２項あるいは④旧商法２６６条の３に基づき，損害賠償を請求した事

案である（遅延損害金の起算日は，Ｆが死亡した日である。）。

(2) 訴訟の経過

原審裁判所は，控訴人らの請求をいずれも全部棄却したのに対し，控

訴人らが上記第１のとおりの判決を求めて控訴した。

２ 争いのない事実等（確定根拠を示さない事実は当事者間に争いがな

い。）

(1) Ｆ（昭和１５年２月２４日生）は，高校を卒業した昭和３３年に被控

訴人会社の前身であるＧ商店に就職し，昭和５１年に被控訴人会社の取

締役に就任し，以後，社内外では専務取締役と呼ばれていたが，平成１

２年８月３１日午前２時頃，出張先の富山市ａ町所在のホテルＲ６０６

号のベッド上で急性循環不全により死亡した（甲３７）。

控訴人ＡはＦの妻，控訴人Ｂ及び同ＣはいずれもＦの子であり，Ｆの

死亡により同人の権利義務を法定相続分により相続した。

(2) 被控訴人会社は，袋物鞄の卸売業及びそれに附帯する業務を目的とす

る株式会社であり，被控訴人Ｅは，その代表取締役である。

３ 争点

(1) 被控訴人らがＦに対し安全配慮義務を負担すべき法律関係にあったか

否か。



(2) 被控訴人らの具体的安全配慮義務の有無及びその違反とＦの死亡との

相当因果関係の有無

(3) 被控訴人Ｅの責任

(4) 損害額

(5) 過失相殺の可否

(6) 消滅時効の可否

４ 争点に関する当事者の主張

(1) 争点(1)について

控訴人らは，Ｆに付された被控訴人会社取締役の呼称いかんに関わら

ず，その実質は労働基準法（以下「労基法」という。）上の労働者とし

て安全配慮義務の対象となると主張するのに対し，被控訴人らは，Ｆが

実質的にも取締役の地位にあって労基法上の労働者に該当しないから安

全配慮義務を負担すべきいわれはないと反論するものであるが，その具

体的な主張は，以下のとおり付加するほかは，原判決４頁１９行目から

５頁１９行目に記載するのと同一であるから，これをここに引用する。

ア ４頁２０行目の冒頭に次のとおり付加する。

「 安全配慮義務は，ある法律関係に基づいて特別の社会的接触の関

係に入った当事者間において，当該法律関係の付随的義務として，

当事者の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務であり，

この義務が認められるのは，形式的に労働契約関係が存在する場合

に限られず，一定の場所，設備等のもとに勤務を命じる立場にある

者がこれを命ぜられる者に対して負うものである。したがって，両

者の関係が，使用従属関係の下における労務の提供を行っているか

否かにより判断されるべきで，労基法上の「労働者」の判断基準よ

りもむしろ広く解すべきである。具体的には，①仕事の依頼，業務

の従事の指示等に対する諾否の自由の有無，②会社による業務の具



体的内容及び遂行方法に関する指示の有無，業務の進捗状況に関す

る本人からの報告等による管理，把握の有無，③勤務時間に関する

定め，使用者による管理の有無，④当該業務に従事することについ

ての代替性の有無，⑤報酬の労務対償性の有無等を総合して判断す

べきである。これを本件についてみると，次のとおり，Ｆは被控訴

人会社との間では使用従属関係にあり，労働者に該当する。」

イ ５頁３行目の次に改行の上，次のとおり付加する。

「 Ｆは，Ｇ商店に雇用されて以来，死亡するまでの間上記のような

営業業務に従事し，専務取締役に選任後も担当する業務に変更はな

かった。取締役であっても，使用人兼取締役という立場があるよう

に，上記のような内容の職務の遂行に当たっては使用従属関係は依

然として消滅しておらず，この職務部分に関しては，被控訴人会社

も安全配慮義務を負担すべきである。」

ウ ５頁９行目の次に改行の上，次のとおり付加する。

「 このように，上記諸点はＦの労働者性を否定する事情ではなく，

かえって，Ｆは，業務内容の大枠や業務遂行場所，設備が被控訴人

会社によって決められており，これらを自由に決定することなどで

きなかったのであるから，被控訴人会社が安全配慮義務を負うべき

は当然である。また，Ｆがいわゆる「管理職」として部下の従業員

を管理する立場にあっても，これは被控訴人会社から委任を受けて

行っているのであって，同社との関係では従属的地位にあったこと

は否定されない。さらに，Ｆの報酬が高額であったり，処遇体系が

異なっていたとしても，それは労務内容が高度で複雑なものであり，

労務遂行に裁量性を有する点が反映されたにすぎず，労務との対償

性が失われるものでもない。

以上によれば，Ｆは，Ｈ一族による個人企業のいわゆる「番頭」



と何ら異なるところはない。商法上の番頭に対する取扱いは，番頭

に種々の権限を認めているところではあるものの，商業使用人であ

ることには変わりなく，営業主とは雇用契約関係にある労働者と位

置付けている。このように，専務取締役という役職に就いた途端に

労働者ではなくなり，被控訴人会社の安全配慮義務が消滅するとい

うことは，Ｆの労働実態にそぐわないものである。」

エ ５頁１８行目の「ほぼ同額である。」の次に次のとおり付加する。

「そして，Ｆは，専務取締役として様々な面で包括的な権限を有し，

ある程度の広い裁量を認められていた。Ｆは，自ら出張業務を担当

していたが，その日程，費用等についても経営者としての裁量の下

で行っていたのであり，営業担当の取締役として一定の売上が要求

されることも当然であった。被控訴人Ｅからすれば，自己の父親の

代から専務取締役として被控訴人会社を支え，幼年期から共に過ご

してきた家族以上の師であり大先輩である。このような両者間の関

係の実態がＦの被控訴人会社内の権限や裁量を支えていたのである。

したがって，被控訴人会社内では被控訴人ＥとＦの二頭体制であっ

たところ，決裁者が２名いては現場が混乱するために被控訴人Ｅを

決裁者としたにすぎず，両者間に指揮従属関係を示すようなものは

ない。」

オ ５頁１９行目の次に改行の上，次のとおり付加する。

「 これに対して，控訴人らは種々主張するが，Ｆは，専務取締役に

就任して以来２４年も経過しており，その間上記のとおり様々な点

で業務内容が変更していった。特に，先代の代表取締役であった被

控訴人Ｅの父であるＫが闘病生活に入った頃には，Ｆがこれに代わ

って従業員を指導し，社外では同社のいわゆる顔として対応してお

り，この前後で，Ｆの被控訴人会社内外での権限及び地位が変化し



たということができ，もはや安全配慮義務の前提となるような使用

従属関係は存在せず，Ｆが労働者であるということはできない。」

(2) 争点(2)について

① 業務の過重性

原判決５頁２１行目から９頁１８行目に記載するのと同一であるか

ら，以下のとおり補正のうえ，これを引用する。

ア）６頁１６行目の「別紙」の次に「（以下，「別紙」は原判決添付

のものをいう。）」を付加する。

イ）７頁初行の次に改行の上，次のとおり付加する。

「 さらに，Ｆは，次のとおり出荷作業も行っていたが，特に平成

１２年２月に女性従業員が退職したために，注文伝票や仕入伝票

の作成，仕入れの注文とともに，次の出荷作業も自ら全部行う必

要があった。」

ウ）９頁２行目末尾に次のとおり付加する。

「なお，被控訴人会社は，労働者が常時１０人未満であって，いわ

ゆる特例措置対象事業場であり，その法定労働時間は当時週４６

時間であった（労基法４０条１項，当時の同法施行規則２５条の

２〈乙１２〉）。したがって，上記別紙２の「時間外労働時間

数」欄は，４０時間を控除するのではなく，４６時間を控除する

ことになる。」

エ）９頁１７行目を次のとおり訂正する。

「(ウ) Ｆは，専務取締役として，他の従業員に対して指導，監督，

助言をし，あるいは従業員からの相談に乗り，被控訴人会社の

ような零細企業において会社役員が営業を行うことは稀なこと

ではなく，売上の向上のために業務に懸命であったのであり，

特にノルマが重視されていたとか，激しい業務を強いられてい



たとか，やりたくない仕事を無理矢理担当させられていたとい

った事情は見当たらない。」

② 被控訴人会社の上記業務に関する安全配慮義務の内容及びその違反

（控訴人らの主張）

被控訴人会社は，使用者としてＦに対し労働契約に付随して業務の

遂行に伴う疲労や心理的負荷が過度に蓄積してＦの心身の健康を損な

うことがないようにする安全配慮義務を負っていた。具体的には，

(ア)被控訴人会社には，労働時間，休憩時間，休日等について適正な

労働条件を確保すべき義務があったのに，これを怠り，Ｆをして，上

記のとおり，休日出勤をさせ，長時間に及ぶ時間外労働を余儀なくさ

せた。(イ)労働安全衛生法６６条１項に基づき，Ｆに健康診断を受診

させる義務があったのに，これを怠り，Ｆを含む従業員に対する健康

診断を実施していなかった。(ウ)被控訴人会社は，労務管理をする上

で，Ｆの健康状態を把握する義務があったが，これを怠り，全く無関

心であった。(エ)平成１２年２月からは，Ｆの業務を手伝ってくれて

いた女子従業員が退職し，被控訴人会社はこれを補充せず，その結果，

Ｆに新たな負担を増やすことになった。(オ)Ｆは，平成１２年７月に

高血圧症と診断されたのであるから，被控訴人会社は，その健康状態

に対応した労働時間等の軽減措置を講ずべき義務があったのに，これ

を怠り，その後も常軌を逸する長時間労働をさせた。以上からすると，

被控訴人会社は，上記安全配慮義務に違反したから，民法４１５条に

基づき損害賠償責任を負う。

なお，被控訴人らは，Ｆ自身に第一次的な自己の健康保持をすべき

義務があると主張するが，労働者に対する健康診断の義務，これに基

づき，医師の意見を聴取した上，受診を指示したり，就労の軽減措置

をとるべき第一次的義務は使用者である被控訴人会社にある。



被控訴人会社は，Ｆの使用者として，不法行為上も上記安全配慮義

務と同様の注意義務を負っていたのに，これを怠った。したがって，

民法７０９条に基づき，損害賠償責任を負う。

被控訴人Ｅについては，原判決１１頁５行目から１２頁３行目まで

と同一であるから，これを引用する。なお，被控訴人Ｅは，被控訴人

会社において，Ｆの労働時間の管理を行っていたところ，同被控訴人

は，上記と同様の注意義務を負っていたのに，これを怠った。したが

って，被控訴人会社は，その使用者として民法７１５条に基づき，不

法責任を負う。

被控訴人らは，被控訴人らに予見可能性や予見義務はなかったから，

安全配慮義務や不法行為責任はないと主張するが，長時間の業務が継

続すれば，心身の健康を損ねることは周知のことであり，被控訴人ら

のＦに対する労働時間管理の懈怠がなければ，Ｆの心身に変調を来す

ことはなかったと容易に予見できるところである。ましてや，被控訴

人らはＦが軽症ながら高血圧であったことを知っていたし，被控訴人

会社が労働安全衛生法による健康診断義務を負っていた。

（被控訴人会社の主張）

被控訴人会社には，Ｆが死亡することについて予見可能性も予見義

務もないし，また，結果回避可能性も存在しなかった。すなわち，Ｆ

はその専務取締役であったから，仮に労働者性が認められたとしても，

被控訴人らにはその認識はなく，安全配慮義務等が課せられているこ

とを認識する余地はない。被控訴人会社は零細企業であり，被控訴人

ＥとＦは，共同経営者として協力しながら被控訴人会社を経営してい

たのであるから，そのＦに対して安全配慮義務を負うという基礎事情

はない。ましてや，被控訴人ＥとＦとの関係は，被控訴人Ｅが幼いこ

ろには，既にＦが就職していて，親同然の立場にあったし，被控訴人



ＥがＦに対して命令し，Ｆがこれに服従するいう関係には元々なかっ

た。さらに，Ｆは，自身の病状を申告せず，健康に配慮するような言

動がなかったから，被控訴人らにとってその正確な健康状態を知り得

るものではなかった。それでも，被控訴人ＥはＦに対して出張を止め

させようとしたり，出張先の変更を申し入れたりしていた。

③ 上記安全配慮義務違反と死亡との因果関係

原判決９頁２０行目から１０頁５行目に記載するのと同一であるか

ら，次のとおり付加・訂正して，これをここに引用する。

ア）９頁２０行目の次に改行の上，次のとおり付加する。

「 Ｆは，心筋梗塞を発症して死亡した蓋然性が高い。Ｆの本態性

高血圧はその原因となるものではない。すなわち，Ｆは，上記の

とおりのストレスや疲労の蓄積により，高血圧の増悪のみならず，

動脈硬化等の血管病変等の増悪があった可能性があり，これらに

よって，上記過重な業務が原因となって，心筋梗塞を発症し

た。」

イ）１０頁初行から５行目までを次のとおり訂正する。

「 Ｆは，死亡直前に北陸地方へ出張中であったが，控訴人らが主

張する出張中の事情は，いずれも因果関係を考える上で重要視で

きるようなものではない。すなわち，営業車の故障は偶発的なも

ので，元々同車の管理，修理はＦに委ねられていたし，使用者か

らの指揮命令に基づく業務とは大きく質を異にするものである。

オートマチック車の運転自体が特にストレスを生じさせるもので

はない。また，継続して運転が強いられたわけではなく，営業先

で休憩も取れた。そして，宿泊が伴うものの，深夜労働に従事し

ていたわけでもない。

Ｆは，長年にわたって同種の業務を継続遂行していて，これに



習熟していたから，疲労を回復することは十分可能であったし，

殊更死亡の直前，その１週間前，ひいては６か月前までの間にい

ずれも急激な労働負荷がかかったわけでもない。

Ｆの死亡は，広範囲な急性心筋梗塞又はそれに伴う重篤な不整

脈によるものと考えられるところ，これは，基礎疾患である高血

圧症，加齢，性等のＦの属性ないし自然的経過によってもたらさ

れたものと考えるべきであって，Ｆの業務と死亡との間には相当

因果関係は存在しない。

なお，Ｔ労働基準監督署長の労災認定は，いかなる基礎資料及

び前提事実を基にされたのか明らかではないし，業務起因性の上

記認定が直ちに本件での，被控訴人会社の不法行為等とＦの死亡

との間の相当因果関係を肯定することにはならない。」

(3) 争点(3)について

原判決１１頁４行目から１２頁７行目に記載するのと同一であるから，

これをここに引用する。ただし，１２頁５行目から７行目までを次のと

おり訂正する。

「 被控訴人Ｅは，Ｆと契約関係にあるわけではないから，Ｆに対し安

全配慮義務を負うものではない。また，Ｆの死亡について予見可能性，

結果回避可能性，期待可能性がいずれもなかったから，不法行為上の

責任も認められない。」

(4) 争点(4)ないし(6)について

争点(4)については原判決１２頁９行目から１３頁５行目に，争点(5)

については原判決１３頁７行目から２２行目に，争点(6)については原判

決１３頁２４行目から１４頁８行目に記載するのと同一であるから，こ

れらをここに引用する。ただし，次のとおり補正する。

ア １２頁２１行目の末尾に「被控訴人らのその余の損益相殺の主張の



うち，被控訴人ら主張の金員を受け取ったことは認めるが，これらは

損益相殺の対象にはならず，争う。」を付加し，２４行目の末尾に改

行の上，次のとおり付加する。

「カ 素因減額に対する反論

被控訴人らは，Ｆが高血圧を理由に素因減額すべきであると主

張するが，妥当ではない。すなわち，被控訴人会社が健康診断を

実施していれば，Ｆが椎間板ヘルニアにより入院した当時の血圧

が正常値の範囲内であったのに，その後，平成１２年７月に立ち

くらみや頭痛が出たころには，本態性高血圧の診断を受けていて，

急激に血圧の状態が悪化していていた経過を知ることができた。

被控訴人らがこれを知れば，Ｆに対して過重な労働を継続させる

ことはなかったのである。そして，高血圧は，典型的な成人病で

あり，Ｆのように軽症の血圧値に留まっている限り，労働者の健

康状態の多様性の範囲内のものであって，素因減額などできるも

のではない。」

イ １２頁末行を次のとおり訂正する。

「 Ｆの賃金総額が年５７６万円であったことは認めるが，その余は

争う。

仮に，Ｆの死亡と業務の間に因果関係が認められ，Ｆに損害が発

生したとしても，上記のとおりＦには高血圧の基礎疾患があり，同

人の死亡の重要な一因となっていたのであり，Ｆが専務取締役であ

ることも考慮して，公平の観点から相当の減額をすべきである。

さらに，仮に，被控訴人らが安全配慮義務違反により損害賠償責

任を負うにしても，その遅延損害金の起算日は，本件の訴状送達の

日の翌日である。」

ウ １３頁８行目から１０行目までを次のとおり訂正する。



「 Ｆは，勤務時間の規制はなく，病院への通院等の理由で遅刻早退

しても，それらによる不利益が課せられておらず，実際にも病院に

自由に行くことが認められていたから，自らの健康管理は自らの判

断に委ねられていたというべきである。被控訴人Ｅは，健康管理セ

ンターから健康診断の案内が来た折りに，Ｆに対してこれに行くよ

う提案したが，Ｆはこれを断った。その上，Ｆは高血圧の既往症を

有していたが，高血圧の薬もあまり飲んでいなかったばかりか，相

当飲酒する習慣があった。その上，被控訴人Ｅに対して高血圧であ

るとの申告や，正確な病状等の説明等をすることもなかった。以上

のように，Ｆ自身が適切な対応をしていなかったことは明らかであ

る。したがって，」

エ １３頁２５行目の「存在するとしても，」の次に「控訴人らは，平

成１２年８月３１日にＦが被控訴人会社の業務として出張中に死亡し

たことから，その時点で被控訴人らに対して何らかの損害賠償の請求

ができることを認識していたというべきであるから，同日から消滅時

効期間を起算すべきである。したがって，」を付加する。

オ １４頁初行の「１２月１３日の」の次に「原審」を，８行目の末尾

に「さらに，控訴人らは，平成１３年１２月８日に実施された「過労

死，過労自殺１１０番」に電話し，弁護士の意見を聞いて初めてＦの

死亡について被控訴人らに責任があるとの認識を有するに至ったから，

どれだけ早くとも，消滅時効の起算点は平成１３年１２月８日より早

まることはない。」を，それぞれ付加する。

第３ 当裁判所の判断

１ 事実の認定

上記争いのない事実等に加え，証拠（下記に挙示する証拠のほか，甲１，

２，５，６の１，７ないし９，１０の１，１１の１，１２ないし３５，３



６の１，４７ないし５０，５２ないし５４，乙６の１・２，７ないし１０，

１３，ないし１５，１８の１～１３，１９，２０，２４，原審における証

人Ｉ，被控訴人Ｅ）及び弁論の全趣旨によると，次の事実が認められる。

(1) Ｆの地位，処遇

ア 被控訴人会社は，被控訴人Ｅの祖父であるＪが昭和１０年頃に興し

たＧ商店を前身とし，昭和４２年３月に株式会社化（資本金１０００

万円）され，その代表者は，Ｊ，Ｋ（昭和５１年～），次いでＥ（平

成１１年～）が継いで今日に至っている。Ｆは，このＧ商店時代に住

込み従業員となって以来，三代の代表者に対する忠勤に励んで代表者

と二人して営業の中心となり，その温厚篤実な性格や住込み時代には

幼かった被控訴人Ｅの遊び相手になるなど経営者一族から公私とも深

い信頼を得ており，この間の昭和５１年には専務取締役の役職を付与

され，商業登記簿上も取締役として登載されていた。しかし，被控訴

人会社は，株式は代表者一族が保有し（Ｆが名目上の株主になったこ

とがあったが，被控訴人Ｅの代表者就任と共に名義を返還してい

る。），実際の経営では株主総会や取締役会の開催もなかった。また，

従業員も数名程度で就業規則，賃金規定もなく，役員は代表者の親族

が占めるという所有と経営の分離しない小規模会社であり，その定款

にも専務取締役の地位に関する規定や取締役の業務執行権に関する規

定はなく，Ｆの専務取締役就任時にも，改めて雇用契約と取締役任用

契約を切り替えるという手続もなかった。

Ｆは，代表者一族のように会社の経理，資金繰り，利益処分等の経

営の根幹に関わることはなかったが，営業従業員の指導，取り纏め，

地方への出張営業，ファクシミリ等による受注商品の出荷，出来合い

商品の発注等では代表者とともに日常の営業の中心となっており，被

控訴人Ｅが昭和５８年に跡取りとして被控訴人会社に入社したときは



営業全般を指導し，当時の代表者であるＫが闘病生活を開始した平成

１０年１月頃には，代理で社長会（得意先の代表者を集合させて，競

合他社に商品を売らないように促すために開催される会）に出席した

り，Ｋが死去した平成１１年４月には，３０歳代半ばであった被控訴

人Ｅから形式上代表取締役への就任要請を受けて断ったこともあった。

イ 専務取締役の肩書を付されたＦは，代表者の意向ないし長年の社内

慣行を襲用し，他の従業員と異なる取扱いがなされることがあった。

例えば，他の従業員と異なり，皆勤手当，職務手当，営業家族手当，

住宅手当等の諸手当は支払われない代わりに，職務手当１２万円を含

む月額報酬４８万円は被控訴人Ｅと同額であり（非常勤の取締役であ

るＥの母は年額１０２万円であった。），これら３名の報酬は，決算

書類上，役員報酬として処理され，他の従業員と異なり雇用保険に加

入せず，午前９時から午後５時３０分の勤務時間（被控訴人会社は，

いわゆる特例措置対象事業場で，その法定労働時間は週４６時間であ

った。）につき，通院等により遅刻や早退，欠勤があってもすべて出

勤扱いとされて報酬を減額されることはなく（他の従業員は，毎月の

遅刻及び早退３回で皆勤手当は支給されず，遅刻・早退の時間数分の

給与が減額されていた。），この点は後記腰椎椎間板ヘルニア手術で

２か月ほど入院した時も同様であった。また，被控訴人会社には退職

金制度はなく，役員については退職慰労金代わりに役員を被保険者と

する生命保険に加入し，役員賞与を廃止することでその保険料を負担

してきたが，Ｆが平成１２年２月に６０歳を迎えて上記生命保険を更

新することができなかったときには，定額積立保険に加入し，年額１

２０万円の保険料を被控訴人会社が負担することにし（なお，Ｆの死

亡により，上記生命保険契約に基づく１０００万円は，被控訴人会社

から控訴人らに引き渡された。），さらに，交際費の支出については，



代表者の事前承認が不要で（ただ，実際には交際費というほどのもの

を使うこともなかった。），地方得意先への毎月の出張の具体的な日

程は自らが決め，仕事の内容・進め方に代表者の細かな指示を受ける

ことはなく，従業員の採用，昇級について被控訴人Ｅから相談を受け

ていた。そして，Ｆの方でも，午前８時４５分までには出勤して会社

の鍵を開け，被控訴人Ｅの出張の折りには必ず在社し，被控訴人Ｅに

代わって朝礼を実施し，従業員の勤務を管理監督し，新規仕入を代行

決裁していたほか，他の従業員と異なり，出張が祝祭日にかかっても

代休を取らず，隔週土曜日と定められた休日も代表者と同様に出勤し，

他の従業員より後に退勤するというような勤務振りであった。

(2) Ｆの具体的な営業活動

ア 被控訴人会社は，袋物，鞄等の卸売業を営み，得意先が関西及び北

陸，四国，中国方面のスーパーマーケットや小売業者であり，社で注

文を受けるほか，商品のパンフレットや見本となる完成品を段ボール

箱に入れ，営業車に積載しての地方の得意先回りも重要な営業活動で

あった。被控訴人会社の社屋は４階建ての建物の１，２階で，１階が

事務所兼作業所，２階が商品倉庫になっていて，営業職員は営業回り

以外は出荷作業に従事していた。受注後の出荷作業のあらましは，商

品を２階の商品倉庫からエレベーターで１階の作業スペースに下ろし，

作成した値札を個別の商品に付け，商品伝票，得意先への送り状を作

成し，商品を段ボール箱に梱包して送り状を貼り付け，運送業者が引

き取りに来る午後７時頃までに被控訴人会社の建物の外に積むという

作業で，男性従業員は自己の担当受注分について一連の出荷作業を行

っていたが，Ｆは，他の営業担当者よりも受注数が多かったことから，

商品を２階から１階へ降ろす作業，値札付け，伝票書の作業は女性従

業員が行い，梱包作業は他の営業担当者も手伝い，出張先で受けた注



文はファクシミリで出荷の指示をし，他の従業員が出荷作業を行って

いた。

イ 被控訴人会社の平成１１年１２月当時の陣容は，取締役３名（被控

訴人Ｅ，Ｆ，それにＥの母），営業職の男性従業員３名，事務職の女

性従業員３名，これに経理を担当していたＥの妻Ｉであったが，上記

３名の女性従業員は，平成１２年２月に一斉に退職し，同年４月にこ

れに代わる２名の女性従業員を採用したもののまもなく辞め，さらに，

同年７月２５日には男性従業員１名も退職したため，この段階で代表

者以外で営業業務に従事するのはＦと２名の男性従業員のみであった。

ところで，Ｆの毎月の業務量のうち，二，三十年来の地方得意先回り

はかなりの部分を占め，若いころから，毎月の業務予定として，北陸

地方（５泊６日），愛媛県を除く四国３県（３泊４日），岡山県（１

日）の地方出張が組み込まれていた。ちなみに，他の男性従業員１名

は，福知山・舞鶴・鳥取（１泊２日），博多（１泊２日）を，他の１

名は，大阪市内及び近郊の得意先を，被控訴人Ｅは日帰りないし１泊

２日で愛媛県，広島県，大阪市内を，それぞれ担当し，Ｆの営業によ

る売上げは，被控訴人会社の年間売上約２億２０００万円の３２ない

し４７％，大口得意先を有する被控訴人Ｅが５５ないし６６％を占め

ていた。なお，国内外メーカーとの新商品の価格・品質・納期の交渉，

財務全般，対外的な折衝は被控訴人Ｅが担当していた。

(3) 死亡に至る経過

ア Ｆは，平成７年１１月１０日，Ｓ病院で腰椎椎間板ヘルニアの手術

を受け，その後は腰痛や変形性股関節症のため歩行時に足を引きずる

ため電動自転車で２０ないし３０分かけ，午前８時４５分頃までには

出社していたが，１か月に１回程度Ｓ病院に，２回程度Ｍクリニック

へ通院し，両病院とも午前９時からの診療となるため，一方の病院だ



けを受診した場合には，午前１０時に，両病院に通院した場合には午

前１１時頃には出社していた。

Ｆは，平成１２年始め頃，体調がすぐれず，店舗の奥で横になった

ことがあったが，被控訴人会社では，従業員に対する定期的な健康診

断や，成人病検診は行われていなかった。

ところで，Ｆの受注した商品の出荷作業については，これを手伝っ

ていた女子従業員の一斉退職により，Ｆが残った男性従業員３名とと

もに出荷作業に加わったものの，男性従業員は従前から女性従業員が

行っていた細かな作業は不得手で，値札と商品の数が合わないなどミ

スも多く，自己の担当した注文の出荷をするのが精一杯で，Ｆの出荷

作業を手伝う余裕はなく，Ｆが出張先で受けた注文も帰社後に出荷作

業をすることもあり，運送業者が集荷に来るのに梱包が間に合わず待

たせることもあった。また，被控訴人会社では，注文を受けた日の翌

日には配送することになっていたが，午後８時くらいまで残業しても

そうした出荷作業をすることができなくなっていった。

さらに，同年７月２５日に男性従業員１名（平成１０年夏入社）が

退職した後は出荷作業は大幅に遅れ，残った男性従業員２名（平成１

１年４月及び１２月入社）のうち１名は１週間分程度出荷が遅れてい

たし，Ｆが前月に受注した商品を出荷できないまま翌月の出張に出て

いくということもあり，このため，得意先からは，頻繁に催促の電話

がかかるようになり，Ｆの退勤時間が連日午後８時を過ぎ，時には午

後９時頃になることもあった。なお，被控訴人Ｅが出荷作業を手伝う

ことは月に１，２度であったが，上記の女性従業員が退職した後は，

海外と直接貿易をして商品を仕入れようと，付き合いのために外出が

多くなり，自らが担当する得意先の出荷作業をすることはなく，Ｉが

手伝った。



イ このようななか，Ｆは，同年７月１７日午後３時頃，仕事中に立ち

くらみと頭痛を訴え，被控訴人Ｅから促されて翌１８日，自宅近くの

Ｑ医院を受診した結果，脳血管障害を疑わせるような症状や高脂血症

や糖尿病等を窺わせるような所見はなかったが，受診時の血圧は，左

が１５６／９１㎜Hg，右が１６０／９１㎜Hgという中等度の高血圧で，

本態性高血圧との診断を受け，以後降圧剤を服薬をするようになった。

その後，同月２１日，同月２８日，同年８月１６日，同月２５日に

は午後７時ないし７時半に通院し，血圧は１６０㎜Hg前後，９０～１

００㎜Hgで推移し，降圧剤の服用によっても血圧の調整が悪かったた

め，医師からは，同年８月１６日の受診時に，今後の経過によっては

降圧剤の内容を再考するとの説明を受けていた。

被控訴人らは，平成１２年７月末頃，Ｆから受診結果を聞き，また，

同年８月のお盆前頃，降圧剤を服用しているらしいことを聞いた。

ウ Ｆの北陸出張は，１回につき，得意先４０店舗以上のうち２０ない

し３０店舗を回るもので，概ね毎月第４週目の１週間を当て，午前６

時頃に荷物を積み込んだ営業車で自宅を出発し，約４時間の高速道路

運転で福井県に入り，午後７時３０分から午後８時まで県内の得意先

（常時訪問先７店舗）を回り，午後８時から午後８時３０分頃に福井

市内の宿に宿泊し，２日目は石川県に入り，５日目までの間，宿泊先

を午前８時ないし９時頃に出発して，午後７時３０分から午後８時頃

まで金沢市（常時訪問先１店舗）から能登半島（同３店舗）を経由し

て富山県高岡市，富山市内（同県内４店舗）の各所を回って宿泊先に

到着し，最終日の６日目は，午前９時頃に宿を出て，午後４時頃まで

富山市内の得意先を回り，その後高速道路を経由して午後９時３０分

頃に帰宅するというもので，その走行距離は約１４００ないし１６０

０㌔㍍に及ぶものであった。



また，この点は，得意先十数件を回る四国方面（３泊４日）の出張

も同様で，往路は，午前０時頃自宅を出て高速道路で岡山に出てフェ

リーで四国に渡るか，午前４時頃自宅を出て瀬戸大橋で高松へ渡り，

その後，徳島，高知を回って，高速道路で高松に戻り，上記連絡橋か

フェリーを経由し，帰宅は概ね午後１０時頃で走行距離は約１０００

㌔㍍であった。被控訴人Ｅは，Ｆが６０歳を迎えたこともあり，担当

を他の従業員に譲るように示唆したことがあり，Ｆは京都府舞鶴市と

滋賀県の一部の担当を譲ったことがあった。

エ Ｆは，平成１２年８月１２日から同月１６日までは盆休みを取り，

同月１７日から同月１９日までは社内で通常の業務に就き，同月２０

日（日曜日）は自宅で持ち帰り仕事をし，翌２１日（月曜日）から同

月２５日（金曜日）までは社内で通常の業務を行っていた。その間も，

午前８時３０分頃には出勤し，午後８時頃まで働いていた。同月２５

日の午後８時前頃，高血圧の治療のために通院をしたが，受診せずに

投薬だけを受け，翌８月２６日（土曜日）午前５時５０分に営業車

（トヨタのノア〈ワンボックスカー〉）で自宅を出発して北陸方面へ

の出張に向かい，福井県武生市，鯖江市，福井市内の得意先を回り，

午後８時頃に同市で宿泊した。翌２７日（日曜日）は，福井市，三国

港を回って福井市に戻り，午後８時頃に同じ宿泊先に到着した。翌２

８日（月曜日）は，石川県金沢市，内灘町，羽咋市を回り，同市で宿

泊の予定を輪島での宿泊に変更して投宿した。翌２９日（火曜日）に

は石川県輪島市，珠洲市を回り，能都町内を運転していたところ，営

業車が故障したため，午後３時頃に能都町内の修理工場に持ち込み，

今度は修理工場の車を借りて能都町内の営業を行い，さらに，レンタ

カー会社の代車が到着した午後５時３０分頃からは，故障した営業車

からサンプル商品が詰められた段ボール箱を代車に積み替え，慣れな



いオートマチック車（代車）を運転して，穴水市，高岡市の得意先を

回り，同日午後１０時頃同市で宿泊した。

同月２９日の石川県能都町に近い珠洲市の気温は，最低温度が２２．

０度，最高気温が３２．５度，平均気温が２６．９度で，午前９時か

ら午後４時までの間は３０度を超えていた。

Ｆは，翌３０日（水曜日），富山県高岡市から，富山市，滑川市，

黒部市を周って，同日午後８時３分，富山市にあるホテルＲ６０６号

に到着し，午後８時３０分頃に控訴人Ａに電話し，「とにかく暑かっ

た，車が故障していつもと違う車の運転で疲れた。故障した車を明日

取りに行くので遅くなる。」旨の連絡をし，その後１時間程度食事で

外出して同日午後１０時頃部屋に戻ったが，この時点では格別変わっ

た様子はなかった。Ｆは，今時の北陸出張で，この段階で少なくとも

２９軒の得意先に出向いていた。同日の富山市の気候は，最低温度が

２４．４度，最高気温が３２．８度，平均気温が２８．６度で，午前

８時から午後５時までの間は３０度を超えていた。天候は晴れであっ

た。

しかし，翌３１日（木曜日）午前１０時を過ぎてもＦがチェックア

ウトの手続をしなかったため，ホテルの職員が在室確認をしたところ

客室のベッド上で死亡していた。死亡推定時刻は同日午前２時頃で，

所持品の中にはＱ医院から処方された降圧剤インヒベースがあり，室

内で缶チューハイを１本飲んでおり，また，風呂に入った跡があった。

死体検案書（甲３７）では，急性循環不全が死亡原因とされたが解剖

所見は得られていない。

２ 争点(1)について

(1) いわゆる労使関係における安全配慮義務は，使用者が被用者を指揮命

令下において労務の提供を受けるについて，雇用契約の付随的義務とし



て被用者の生命及び健康を危険から保護するよう配慮すべき義務をいう

ところ，本件におけるＦは，久しく被控訴人会社の取締役の肩書を付さ

れていたとはいうものの，その職種，労務内容，勤務時間，労務の提供

場所等の実態に即してみれば，取締役の名称は名目的に付されたものに

すぎず，被控訴人会社との法律関係は，その指揮命令に基づき営業社員

としての労務を提供すべき雇用契約の域を出ないものというべきであっ

て，被控訴人会社がＦに対し，一般的に上記安全配慮義務を負担すべき

地位にあったことを否定することはできない。

(2) 被控訴人らは，Ｆは委任契約法理により律せられるべき取締役として，

他の従業員とは異なる権限と地位を付与されており，被控訴人会社の指

揮命令に従い労務を提供する関係になかったから，双方間には，およそ

安全配慮義務を観念する余地がない旨反論するが，もともと被控訴人会

社が所有と経営の分離しない小規模会社で，Ｆの被控訴人会社での地位

が利益参加の機会を有しないものであることや，本来の株式会社として

の株主総会，取締役会の開催もなく，定款には専務取締役の業務執行権

の規定も，Ｆが取締役会決議に基づき業務執行権が付与された事実も，

さらに専務取締役の職務分掌を定める内規の類もないものであって，Ｆ

が，業務のかたわら代表者の日常的な相談相手となったり，他の従業員

と異なる権限を付与されたり，処遇を受けてきた（部下従業員の指揮監

督，新規採用者の採否の相談，商品の取扱，交際費，具体的業務遂行過

程における広い裁量，勤務時間管理，高給等）のは，基本的には，創業

時から多年にわたる営業社員としての知識，経験，実績，さらには代表

者一族並びに取引先との間に築かれた信頼関係を背景に，いわば営業，

労務を含む幅広い代表者の補助的な役割が要請され，これに対応した長

年の社内慣行・態勢により形成されたものにすぎないと推測され，業務

執行者である代表者の黙示的な指揮命令の下で労務を提供する立場にあ



ったことと矛盾しないものというべきである。したがって，被控訴人会

社が，このようなＦの業務遂行について，およそいかなる安全配慮義務

も負担しないとする被控訴人らの主張は採用しない。

３ 争点(2)について

(1) そこでまず，Ｆの死亡原因と業務との関係についてみると，証拠（甲

４，３７，３８の１，４２ないし４６，乙１６，１７，２１）及び弁論

の全趣旨によると，Ｆの死亡原因とされた急性循環不全は，突然死とい

われる病態を表現するものであって死亡の原因を明らかにするものでは

なく，死亡原因は急性心筋梗塞と考えるのが医学的知見に照らして合理

的であること，Ｆが仕事中の立ちくらみや頭痛を訴えたことから，死亡

する１月半前に明らかとなった本態性高血圧症は心筋梗塞を含む虚血性

心疾患の基礎疾病であり，心身の過重負荷の蓄積はこれを自然的経過を

超えて増悪させて心臓疾患が発生する場合があること，しかるに，Ｆの

北陸地方出張前の体調と会社における日常業務に加え，出張による暑熱

下における長時間の車両運転とこの間の相次ぐ得意先との商談，各日の

業務の遂行に要した時間等から，Ｔ労働監督基準署長は，Ｆの死亡に業

務起因性を認めて労働者損害賠償保障保険法（以下「労災保険法」とい

う。）に基づく支給決定をしたことが認められ，これら一連の事実関係

によれば，Ｆの心筋梗塞による死亡と被控訴人会社の業務執行と相当因

果関係を肯定すべきものと考えられる。

(2) そこで，控訴人らは，上記死亡原因とＦの健康状態に加え，その職種，

内容，勤務時間等の内容に即し，被控訴人会社には，Ｆの業務の遂行に

伴う疲労や心理的負荷が過度に蓄積することのないよう，勤務時間を適

切に管理すべき安全配慮義務があったのにこれを怠ったと主張するのに

対し，被控訴人会社は，仮にしかりとしても，被控訴人会社にはＦの死

亡についてまでの予見可能性，結果回避可能性，期待可能性がなかった



と反論している。

たしかに，Ｆは，個人商店時代に就職してから死亡するまで４２年の

間には，死亡原因に関連しない椎間板ヘルニアという整形外科的疾患は

明らかとなっていたが，心筋梗塞をはじめとする心臓疾患系の病歴や症

状・発作の発現は明らかでなかったから，被控訴人会社としても，後に

現実的に発生した心筋梗塞発作による死亡という具体的な被害を予見す

ることは困難であったというべきである。しかし，高血圧による動脈硬

化が脳血管系障害や心臓疾患系障害の引き金になることは成人病の一つ

として広く知られたところであるから，厳密な医学的知識を持たなくと

も，長時間労働による身体的，精神的な過重負担がその増悪因子となる

ことは，使用者として当然に予見すべき事柄に属するというべきである。

しかして，被控訴人会社では，タイムカード等による労働時間管理は行

われていなかったため，記録化されたＦの勤務時間は精確には把握しが

たい側面は残るものの，上記認定事実によれば，Ｆが体調不良を訴えた

平成１２年は，被控訴人ＥとＦ，経理担当専従のＩを除く従業員６名の

うち，Ｆの発送業務を補助していた女性従業員３名が２月に退職し（新

規補充者２名も間もなく辞めている。），７月には残った男子従業員３

名のうち１名が退職したため，営業の責任者としてＦの業務量は明らか

に密度が濃くなっており，その結果として予定された発送業務が大幅に

遅滞し，前月受注分の発送さえおぼつかず，得意先から苦情が入るとい

う状況であってみれば，普段でも法定労働時間を超過して勤務していた

Ｆが，それまで以上に長時間の過密で不規則な勤務に従事してきたこと

は容易に推認できる。これに加え，Ｆの毎月の予定に組み込まれた北陸

地方の出張も，月曜日から金曜日までの上記のような勤務に引き続き，

土，日を挟んで５泊６日の予定で，午前６時前に荷物を積み込んだ商用

車で自宅を出発し，出張先では毎日車を運転して１０時間から１２時間



の営業（商談，受注）をこなし，最終日も同様の営業を終えて，夕方か

ら再び高速道路を運転して午後９時半頃帰阪し，その走行距離は１４０

０㌔㍍から１６００㌔㍍に及ぶものである。これら事実関係，なかんず

く，死亡の６か月前に部下従業員６名のうち半数，その前月には残り３

名のうち１名が退社して過密な長時間労働を余儀なくされていたことに

加え，出張時における緊張を強いられる長距離の車両運転，宿泊先を出

発してから到着までの拘束時間等に照らせば，齢６０歳にして高血圧に

罹患していたＦにとっては，明らかに身体的，精神的な限度を超えた過

重労務を負担していたもので，被控訴人会社としては，Ｆの健康状態に

かんがみ，勤務時間を適切に管理し，業務負担を適宜軽減して，Ｆの生

命，健康被害の危険を防止する安全配慮義務があったのに，これに違背

（放置）したものというのが相当である。証拠（乙２３）中には「被控

訴人ＥがＦに対し，年齢も考慮して，折に触れて，出張先等を若い従業

員に肩代わりしてもらうように提案した。」と記載する部分があるが，

現実には，上記結果回避を果たすための措置をとっていない。

また被控訴人会社の報告書（甲３０）ないし被控訴人Ｅの陳述書（乙

２３）には「出荷作業は，本来営業担当者の仕事で女性従業員がサポー

トするだけであったから，女性従業員が退職しても，それほど負担では

なかった。」とする記載等があるものの，原審における証人Ｉの証言で

も，女性従業員が退職した後は終日出荷作業をしていたとしているし，

同年２月以降の出荷作業が大変であったことは，従業員であったＮ，Ｏ

及びＰとも一致しているところであって（甲２５，２６，２８等），被

控訴人Ｅの上記報告記載等は採用できない。

さらに，被控訴人らは，自らの健康管理は，第一次的にはＦ本人が負

うべきであると主張するが，私生活における健康管理は別論として，労

務提供過程での従業員の心身の健康に対する配慮をするのは，先ずは使



用者である被控訴人会社にあるものということができ，被控訴人らの上

記主張は採用しない。

４ 争点(3)，(6)について

控訴人らは，被控訴人Ｅについても，Ｆに対し直接安全配慮義務を負担

すべきものと主張するところ，被控訴人Ｅは，Ｆとの間で何ら契約関係に

はないから，同被控訴人がＦに対して安全配慮義務を負担する前提を欠く

ものであり，また，被控訴人Ｅの民法７０９条，７１５条２項の責任につ

いては，仮に，被控訴人Ｅが不法行為責任を負担するとしても，民法７２

４条前段の消滅時効の起算点は，控訴人らがＦの死因を知った平成１２年

８月３１日とするのが相当であり，平成１５年８月３１日の経過をもって

消滅時効は完成し，被控訴人Ｅが原審の第１回口頭弁論期日において時効

を援用したことは当裁判所において顕著な事実であるから，被控訴人Ｅの

不法行為責任を問うことはできないというべきである。

控訴人らは，被控訴人Ｅにつき，旧商法２６６条の３に基づき，代表取

締役として，被控訴人会社がＦに対して負担する安全配慮義務を履行すべ

く業務を行うべき善管注意義務を負っているのに，悪意又は重大な過失に

より，Ｆの労働時間，休憩時間，休日等について適正な労働条件を定め，

さらには労働安全衛生法に定められた健康診断を実施するなどして健康状

態を把握し，従事する業務内容等の軽減を図るなどの措置を講じなかった

と主張する。

そこで検討するに，旧商法２６６条の３は，株式会社内の取締役の地位

の重要性にかんがみ，取締役の職務懈怠によって当該株式会社が第三者に

損害を与えた場合には，第三者を保護するために，法律上特別に取締役に

課した法定責任であるところ，本来，商法は商又は商事として定める法律

事実をもって規律の対象とするものであるが，そこにおける労使関係は企

業経営に不可欠な領域を占めるものであり，ここにいう取締役の会社に対



する善管注意義務は，ただに，会社資産の横領，背任，取引行為という財

産的範疇に属する任務懈怠ばかりでなく，会社の使用者としての立場から

遵守されるべき被用者の安全配慮義務の履行に関する任務懈怠をも包含す

ると解するのが相当である。これを本件につき検討すると，上記３(1)に判

示のとおり，被控訴人会社はＦに対し，その健康状態にかんがみ，勤務時

間を適切に管理し，業務負担と適宜軽減してＦの生命，健康被害の危険を

防止すべき安全配慮義務を負っていたところ，被控訴人会社の規模・陣容，

Ｆの職務内容に照らせば，これら安全配慮義務は，唯一，被控訴人会社の

代表取締役である被控訴人Ｅの業務執行を通じて実現されるべきものであ

ると認められる。そして，上記１の認定事実によれば，被控訴人Ｅは，Ｆ

の勤務状況，休日等の取得状況，これに引き続く北陸出張の実態について

十分に認識し，その労務の過重性についても認識し得たのであるから，被

控訴人会社が適宜適切に安全配慮義務を履行できるように業務執行すべき

注意義務を負担しながら，重大な過失によりこれを放置した任務懈怠があ

り，その結果，第三者であるＦの死亡という結果を招いたから，被控訴人

Ｅも旧商法２６６条の３に基づき，控訴人らに対し，被控訴人会社と同一

の責任を負担するというのが相当である。

５ 争点(4)，(5)について

(1) 死亡による逸失利益 １９９９万７４５２円

Ｆの年収が５７６万円であったことは当事者間に争いがなく，Ｆが６

０歳で現に就労していたとはいえ，他の従業員と比較した業務内容と健

康状態にかんがみれば，向後平均余命の半分（１１年）の就労が可能と

するのは経験則上いささか無理があり，就労可能年数は，控えめにみて

６７歳までの７年とするのが相当である。そして，Ｆは一家の支柱であ

ったから生活費控除を４０％とすると，逸失利益は１９９９万７４５２

円｛＝576万円×5.7863×（100％－40％）｝と認められる（円未満切り



捨て，以下同じ。）。

(2) 慰謝料 ２５００万円

Ｆの年齢，家族の支柱としての立場等を総合勘案すると，その慰謝料

は２５００万円とするのが相当である。

(3) 葬儀費用 １２０万円

相当因果関係のあるＦの葬儀費用は１２０万円とするのが相当である。

(4) 素因減額

Ｆの死亡には，少なからずＦの本態性高血圧が寄与していることは上

記認定判断のとおりである。

ところで，Ｆの上記疾患と過重勤務によるストレスが共に原因となっ

てＦの死亡という損害が発生した場合には，当該疾患の態様，程度等に

照らし，被控訴人らに損害の全部を賠償させるのが公平を失するときは，

裁判所は，損害賠償の額を定めるに当たり，民法７２２条２項の規定を

類推適用して，Ｆの疾患を斟酌することができ（最高裁判所平成８年１

０月２９日第三小法廷判決・交通民集２９巻５号１２７２号参照），こ

のことは安全配慮義務違反による損害賠償でも同様であると解するの相

当である。本件では，Ｆに基礎疾患があり，これが死亡に少なからず寄

与しているから，損害賠償の額の算定に当たり斟酌すべきであり，その

寄与の割合は３割をもって相当というべきである。

この点について，控訴人らは，Ｆの高血圧症は，通常の労働者の健康

状態の多様性の範囲内にあるもので，これを斟酌すべきではないと主張

するが，基礎疾病である高血圧症と心疾患との関係，当時のＦが，高血

圧症への罹患と降圧剤の服用をしていた状況では，被控訴人会社の有力

な従業員として被控訴人Ｅに意見具申し，労働時間，出張形態について

の調整を図り得る地位にあったことを考慮すれば，損害賠償の公平な負

担という観点からして，控訴人らの上記主張は採用できない。



よって，上記(1)ないし(3)の損害額の合計４６１９万７４５２円の３

割を控除すれば，その残額は，３２３３万８２１６円となる。

なお，被控訴人らは，過失相殺を主張するが，そのよって立つ根拠は，

Ｆには第一次的に自らの健康管理をする責務があるというにある。しか

し，その主張が採用できないことは上記判断のとおりである。

(5) 損益相殺について

ア 労災保険給付 △１３５９万８５３３円

控訴人Ａが労災保険給付を受けていること及び損益相殺されるべき

性質の給付であることは当事者間に争いがなく，弁論の全趣旨によれ

ば，当審口頭弁論終結日である平成１８年９月８日まで受けた給付

（同年８月支給分まで）の合計は，１３５９万８５３３円と認めるこ

とができる。したがって，同給付金は，控訴人Ａの損害賠償請求につ

いて損益相殺されるべきである。

イ 弔慰金 △１４４万円

被控訴人会社が控訴人らに対して弔慰金として１４４万円を支払っ

たことは当事者間に争いがない。同弔慰金は，Ｆの死亡を原因として

支払われたものであり，通常の社会儀礼上の相当額を超えるものであ

ることは明らかであるから，同弔慰金は全損害額から控除するのが相

当である。

ウ 退職金及び死亡退職金 △８５６万円

被控訴人会社が控訴人らに対して退職金として５７６万円及び死亡

退職金の上増分として２８０万円を支払ったことは当事者間に争いが

なく，Ｆの場合死亡退職金制度がなかったから，これらの退職金は被

控訴人会社が，Ｆの死亡を原因として支払ったもので，全損害額から

控除すべきである。

エ 生命保険金 ０円



上記１の認定事実によれば，Ｆが６０歳に至った際に役員の退職金

に相当するものとして，被控訴人会社がＬ生命との間で定額積立保険

に加入し，年額１２０万円の保険料の支払を負担していたこと，Ｆの

死亡により被控訴人会社は保険金１０００万円を受け取り，そのまま

控訴人らに渡したことが認められる。この保険金は，保険金の名称を

有するものの，実質的にはＦに対する退職金相当額と見ることができ，

いわば給料の後払い的性格を有する。したがって，Ｆの死亡により発

生したものではなく，上記保険契約とともに被控訴人ＥとＦの合意に

基づき支払われたものと認められるから，損益相殺の対象とするのは

相当ではない。

オ 小括

以上によると，上記(4)の損害残額３２３３万８２１６円から，上記

イ及びウを控除すると，残額は２２３３万８２１６円となるところ，

これを控訴人らの法定相続分で除すると，控訴人Ａは１１１６万９１

０８円，その余の控訴人は各５５８万４５５４円になる。そして，上

記アによる損益相殺によれば，既発生の確定遅延損害金を考慮しても

控訴人Ａの上記金額による損害賠償請求は認められない。

(6) 弁護士費用 １１０万円

本件事案の性格，原審及び当審における控訴人ら代理人の主張，立証

の態様その他諸般の事情を総合すると，相当因果関係がある弁護士費用

は１１０万円とするのが相当である。これは２分の１の５５万円ずつを

控訴人Ｂ及び同Ｃの各損害賠償に加算する。

６ 結論

以上によれば，控訴人Ｂ及び同Ｃが被控訴人会社及び被控訴人Ｅに対し

て各６１３万４５５４円及びこれらに対する訴状送達の日の翌日であるこ

とが記録上明らかな平成１６年１１月２日から支払済みまで民法所定年５



分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから認容し，

控訴人Ａの請求及び控訴人Ｂ及び同Ｃのその余の各請求はいずれも理由が

ないからこれらを棄却すべきところ，これと一部結論を異にする原判決を

変更することとし，主文のとおり判決する。

大阪高等裁判所第６民事部

裁判長裁判官 渡 邉 安 一

裁判官 矢 延 正 平

裁判官 川 口 泰 司



平成１９年１月２３日判決言渡

平成１８年(ネ)第１４１７号 損害賠償請求控訴事件（原審・大阪地方裁判所

平成１６年(ワ)第１１９３７号）

変 更 判 決

主 文

頭書事件につき，当裁判所が平成１９年１月１８日言い渡した判決につき，

法令違背を発見したので，次のとおり変更判決をする。

１ 原判決を次のとおり変更する。

２ 被控訴人Ｄ及び同Ｅは，各自，控訴人Ａに対し１００９万円，控訴人Ｂ，

同Ｃに対し各８８９万４５５４円及びこれらに対する平成１６年１１月２

日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 控訴人らのその余の請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，第１，２審を通じてこれを５分し，その３を控訴人らの負

担とし，その余を被控訴人らの負担とする。

５ この判決は，２項に限り，仮に執行することができる。

理 由

１ 当裁判所が，頭書事件につき，平成１９年１月１８日に言い渡した判決に

おいては，①控訴人Ａに既支給の労災保険金（遺族補償年金）を財産的損害

（逸失利益と葬儀費用）に充当した超過額を精神的損害（慰謝料）に充当し，

その結果，同控訴人の財産的損害ばかりか，精神的損害についての賠償請求

権も消滅したものと判断し，同控訴人の請求を棄却した。しかし，控訴人Ａ

の労災保険による損益相殺については，既支給の労災保険金（遺族補償年

金）は，人的損害のうち財産的損害（消極損害）に対応する損害を填補し，

これと性質を同じくしない精神的損害（慰謝料）を填補するものではなく，

労災保険給付が同財産的損害を填補して余りある場合にも，この超過額で慰

謝料額を填補するものとして慰謝料額を減縮することができないことは，す



でに確立した最高裁判例（昭和３５年(オ)第３８１号昭和３７年４月２６日

第一小法廷判決・民集１６巻４号９７５頁，昭和５５年(オ)第８２号昭和５

８年４月１９日第三小法廷判決・民集３７巻３号３２１頁，昭和５８年(オ)

第１２８号昭和６２年７月１０日第二小法廷判決・民集４１巻５号１２０２

頁）である。②被控訴人会社から控訴人らに対し，生命保険金１０００万円

のほか，別途弔慰金１４４万円，退職金５７６万円及び死亡退職金２８０万

円が支払われたことを前提に損益相殺を説示したことは弁論主義に違背する

ものである。以上のとおり，上記言い渡し判決には法令に違反する誤りがあ

り，その結果が主文に影響することは明らかであるから，可及的速やかに判

決の誤りが正されるべく要請される。

２ よって，上記言い渡し判決の主文を本判決主文のとおり変更するほか，そ

の事実及び理由欄の該当説示（２９枚目１５行目から３１枚目１３行目ま

で）を以下のとおり変更する。

「(5) 損益相殺について

ア 上記損害賠償額の相続関係は以下のとおりである。

（控訴人Ａ）

逸失利益 ６９９万９１０８円

慰謝料 ８７５万円

葬儀費用 ４２万円

（控訴人Ｂ，同Ｃ）

逸失利益 各３４９万９５５４円

慰謝料 各４３７万５０００円

葬儀費用 各２１万円

イ 労災保険給付 △１３５９万８５３３円

控訴人Ａが労災保険給付（遺族補償年金）を受けていること及び損

益相殺されるべき性質の給付であることは当事者間に争いがなく，弁



論の全趣旨によれば，当審口頭弁論終結日である平成１８年９月８日

まで受けた給付（同年８月支給分まで）の合計は，１３５９万８５３

３円と認めることができる。これら労災保険給付は，慰謝料を除く財

産的損害のうち消極損害（逸失利益）を填補するものであるから，Ａ

の相続した逸失利益に係る損害は填補されている。

ウ 弔慰金，退職金及び死亡退職金 △０円

上記１の認定事実に加え，弁論の全趣旨によれば，被控訴人会社で

は，Ｆとの間で，それまでの役員賞与の支給を廃止する代わりに，そ

の相当額を保険料としてＬ生命との間で定額積立保険に加入し，保険

事故の発生により被控訴人会社が保険金を受領したときはそれをＦな

いし遺族に退職金代わりに支払う旨合意し，本件のＦの死亡により被

控訴人会社は生命保険金１０００万円を受け取り，これを弔慰金１４

４万円，退職金５７６万円及び死亡退職金の上増分２８０万円の名目

で控訴人らに支払ったことが認められる。そうとすれば，被控訴人会

社主張の退職金等は，実際には上記合意により支払われた保険金であ

って，別途に損害賠償金の支払をなしたものではないから，これらを

損益相殺の対象とするのは相当ではない。

エ 小括

以上によると，控訴人らが被控訴人らに請求し得べき賠償額は，控

訴人Ａについては９１７万円（＝699万9108円＋875万円＋42万円－699

万9108円），控訴人Ｂ，同Ｃについては各８０８万４５５４円（＝349

万9554円＋437万5000円＋21万円）となる。

(6) 弁護士費用

本件事案の性格，原審及び当審における控訴人ら代理人の主張，立証

の態様その他諸般の事情を総合すると，控訴人らが控訴人ら代理人に支

払うべき弁護士費用のうち，Ｆの死亡と相当因果関係を肯定すべき弁護



士費用は，控訴人Ａにつき９２万円，控訴人Ｂ，同Ｃにつき各８１万円

をもって相当というべきである。

６ 結論

以上によれば，控訴人らの請求は，被控訴人会社及び被控訴人Ｅに対し，

控訴人Ａが１００９万円，控訴人Ｂ，同Ｃが各８８９万４５５４円並びに

これらに対し，訴状送達の日の翌日であることが記録上明らかな平成１６

年１１月２日から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の

支払を求める限度で理由があるから認容し，その余の請求は理由がないか

ら棄却すべきところ，これと一部結論を異にする原判決を変更することと

する。」

３ よって，民訴法２５６条１項による変更判決をすることとし，主文のとお

り判決する。

大阪高等裁判所第６民事部

裁判長裁判官 渡 邉 安 一

裁判官 矢 延 正 平

裁判官 川 口 泰 司


